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主な取組 ③介護予防及び認知症対策の推進

取組内容

　要支援介護状態に陥るリスクとなる生活機能低下者を早期発見し，介護予防につ
なげる他，一般高齢者に対しても運動，口腔，認知機能の改善，栄養状態改善を目
的とした介護予防教室や講演会，個別相談を実施している。認知症対策としての地
域づくりも継続している。

【２】いつまでも健康で元気あふれるまちづくり

【２】支え合う福祉の推進

【６】高齢者福祉の充実

令和２年度施策評価シート　（評価対象年度　令和元年度）

施策名 評価番号 2-2-6

　担当課（係）

施策の方向

○医療，介護，保健を含むサービスを提供し，介護予防や地域住民が主体となって
支え合う仕組みづくりと地域包括ケアシステムの構築を推進します。
○高齢者が自立した生活が送れるよう介護予防・認知症予防に取り組む機会を支援
します。

基本計画
基本方針

　担当課（係） 福祉課 介護予防係

基本施策

福祉課 高齢介護係 保健福祉センター いきがい支援係

評価

１ 老人福祉週間記念事業 現状維持 ５ 高齢者等買い物弱者移動販売事業 拡大

①高齢者の社会参加機会の拡大

取組内容

　高齢化が進むなか，社会参加の意欲促進に取り組んでいくことで，健康かつ生き
がいをもって暮らせる地域づくりを目指す。

構成事業

事業名 評価 事業名

現状維持

７ 単位老人クラブ助成事業 現状維持

２

主な取組

４ 高齢者買い物支援事業

敬老会開催事業 現状維持 ６ シルバーカー購入補助事業 現状維持

３ 高年齢等雇用安定事業 拡大

４

現状維持 ８ 老人クラブ連合会助成事業

事業名 評価 事業名

主な取組 ②高齢者世帯の在宅生活支援

取組内容

　高齢化が進むなか，一人暮らしの高齢者等の見守りを強化することで，安心して
暮らせる暮らせる地域づくりに取り組んでいく。

構成事業
２ 緊急通報体制整備事業 現状維持 ５

評価

１

３ ６

愛の定期便事業 現状維持



●事業費　～ＤＯ②～

●評価　～ＣＨＥＣＫ～

進
捗
状
況

現
状
分
析

9,658,231

14,197,354 円

7,120,154 円

15,623,403 円

一般財源

事業費　計

　高齢者の介護予防の推進，認知症対策，在宅医療と介護の連携等
により，住み慣れた地域での自立した生活の支援を推進しました。
また，総合事業におけるサービスの提供や高齢者の活動を支援する
ことで，健康長寿の意識を高め，社会参加の意欲を促進させること
ができています。

6,109,556 円

20,117,118 円

事
業
費

平成３０年度（実績）平成２９年度（実績）区分

2,104,876 円

1,720,548

4,505,625 円 5,021,383 円その他

円

1,772,625 円

円

4,262,374 円

令和元年度（実績）

財
源
内
訳

５２

３

円

円

円

国支出金

県支出金

受益者負担金

円

主な取組 ⑤在宅医療介護の連携の充実

取組内容

　在宅療養が必要になっても，長く地域で暮らせるように，地域医療・介護連携を
推進するため，講演会，研修会，専門職及び住民への普及啓発，多職種連携ネット
ワークの推進を実施した。

構成事業

事業名 評価

円 円

2,224,999

６

地方債

2,479,695 円

2,957,809 円

円

事業名 評価

１ 在宅医療・介護連携推進事業 現状維持 ４

④地域包括支援センターの充実

取組内容

　専門職と介護支援専門員が総合相談や介護予防ケアマネジメント事業，権利擁護
事業，包括的ケアマネジメント事業を実施し，高齢者が住み慣れた地域で安心して
暮らせるよう自立した生活を支援した。

構成事業

事業名 評価 事業名

家族介護教室事業 現状維持 ６３

構成事業

事業名 評価

２ 生活支援体制整備事業 現状維持 ５

評価

１ 総務費 現状維持 ４ 地域ケア会議推進事業 現状維持

主な取組

３ 認知症サポーター養成講座 現状維持 ６ 第1号介護予防支援事業

第1号訪問事業

現状維持

２ 認知症総合推進事業 現状維持 ５ 第1号通所事業 現状維持

現状維持

評価

１ 介護予防対象者把握事業 現状維持 ４

事業名

順調

概ね順調

やや遅れている

遅れている



●改善　～ＡＣＴＩＯＮ～

今
後
の
方
向
性

　今後も高齢者の増加，認知症の増加が予想されるので，高齢者が住み慣れた地域で安心し
て暮らせるよう，総合相談支援及び各事業の充実を図り，地域の状況に合わせた地域づくり
に取り組みます。また，健康長寿の意識を高め，医療費や介護給付費の抑制にも努めていく
必要があります。


